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■ 介護保険法に基づく各種サービスの指定を

受けるにあたっての、定款への事業名の記載について ■

［ ］○ 介護保険法に基づく居宅サービス事業 第８条第１項

訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、

居宅療養管理指導、通所介護、通所リハビリテーション、

短期入所生活介護、短期入所療養介護、

特定施設入居者生活介護、福祉用具貸与、特定福祉用具販売

［ ］○ 介護保険法に基づく地域密着型サービス事業 第８条第14項

夜間対応型訪問介護、認知症対応型通所介護、認知症対応型共同生活介護、

小規模多機能型居宅介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

［ ］○ 介護保険法に基づく居宅介護支援事業 第８条第21項

居宅介護支援

［ ］○ 介護保険法に基づく施設サービス事業 第８条第23項

介護老人福祉施設サービス、介護老人保健施設、指定介護療養型医療施設

［ ］○ 介護保険法に基づく介護予防サービス事業 第８条の２第１項

介護予防訪問介護、介護予防訪問入浴介護、介護予防訪問看護、

介護予防訪問リハビリテーション、介護予防居宅療養管理指導、

介護予防通所介護、介護予防通所リハビリテーション、

介護予防短期入所生活介護、介護予防短期入所療養介護、

介護予防特定施設入居者生活介護、介護予防福祉用具貸与、

特定介護予防福祉用具販売

［ ］○ 介護保険法に基づく地域密着型介護予防サービス事業 第８条の２第14項

介護予防認知症対応型通所介護、介護予防小規模多機能型居宅介護、

介護予防認知症対応型共同生活介護

［ ］○ 介護保険法に基づく介護予防支援事業 第８条の２第18項

介護予防支援

［ ］内は改正介護保険法の条項です。

ご注意下さい！

定款変更について、所轄官庁の許認可が必要な場合は、必ず所轄官庁へその

変更についてご相談下さい。

（株式会社や有限会社、合資会社等の営利法人の場合、所轄官庁はありません）
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【介護保険法に基づく事業を法人の定款に規定する場合の例】



介護労働者の労働条件の
確保・改善のポイント

厚生労働省 都道府県労働局 労働基準監督署 

このパンフレットでいう「介護労働者」とは、専ら介護関係業務に従事するすべての
労働者を指します。したがって、老人福祉・介護事業のほか、それ以外の障害者福祉事業、

児童福祉事業等において介護関係業務に従事する者も含みます。

また、これら介護労働者を使用する事業場におかれては、介護労働者以外の労働者に 
つきましても、同様に労働条件の確保・改善を図っていただくようお願いします。    

　平成12年の介護保険法の施行以来、
介護関係業務に従事する労働者や、これ
ら介護労働者を使用する社会福祉施設は
いずれも大幅に増加していますが、これ
らの事業場の中には、事業開始後間もな
いため、労働基準関係法令や雇用管理に
関する理解が必ずしも十分でないものも
みられるところです。

　このパンフレットは、介護労働者の労働条件の確保・改善に関する主要なポイ
ントをわかりやすく解説したものです。
　介護労働者を使用される事業者の方々を始めとして介護事業に携わる皆様に
は、このパンフレットをご活用いただき、介護労働者の労働条件の確保・改善に
取り組んでいただきますようお願いします。 

はじめに 

このパンフレットの対象 
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2

Point 1 労働条件は書面で明示しましょう �　労働基準法第15条

Point 2 契約の更新に関する事項も明示しましょう�　労働基準法施行規則第5条

・　労働者を雇い入れた時には、賃金、労働時間等の労働条件を書面の交付により
　明示しなければいけません。

○ 明示すべき労働条件の内容 

○　労働日（労働すべき日）や始業･終業時刻など下記①～③が月ごと等の勤務表により特定される場合の明示方法

書面で明示すべき労働条件の内容

勤務表により特定される労働条件
① 就業の場所及び従事すべき業務 
② 労働日並びにその始業及び終業の時刻
③ 休憩時間  

1）  勤務の種類ごとの①～③に関する考え方
2）  適用される就業規則上の関係条項名
3）  契約締結時の勤務表
について、書面の交付により明示しましょう

その他明示すべき労働条件の内容

（１）  労働条件の明示について 

Ⅰ 介護労働者全体（訪問・施設）に共通する事項 

・労働契約の期間（期間の定めの有無、定めがある場合はその期間）
・更新の基準（Point ２ 参照）
・就業の場所・従事する業務の内容
・労働時間に関する事項（始業・終業時刻、時間外労働の有無、休
憩、休日、休暇等）

・賃金の決定・計算・支払の方法、賃金の締切・支払の時期に関
する事項 

・退職に関する事項 （解雇の事由を含む）

・昇給に関する事項
・退職手当、臨時に支払われる賃金、賞与、労働者に負
担させる食費・作業用品、安全衛生、職業訓練、災害
補償、表彰・制裁、休職等に関する事項･･･これらに
ついて定めた場合

・　6か月契約、１年契約などの期間の定めのある契約（有期労働契約）を結ぶ場合には、契約更新の都度、労
働条件の明示（書面の交付）が必要です。

・　上記以外の場面においても、労働契約の内容について、できる限り書面で確認しましょう。（労働契約法
第４条第 2項） 

・　労働者と有期労働契約を締結する場合には、「期間の定めのある労働契約を更新する場合の基準」に
ついても書面の交付によって明示しなければなりません（平成 25年 4月から）。
(1)更新の有無の明示
（具体的な例）・自動的に更新する
　　　　　　　・更新する場合があり得る
　　　　　　　・契約の更新はしない
　　　　　　　など

(2)更新の基準の明示
（具体的な例）・契約期間満了時の業務量により判断する　・労働者の能力により判断する
　　　　　　　・労働者の勤務成績、態度により判断する　・会社の経営状況により判断する
　　　　　　　・従事している業務の進捗状況により判断する
　　　　　　　など

※　有期労働契約の更新をしないことが明かな場合は、更新の基準の明示義務はありません。

有期労働契約について、３つのルールができました（H25.4.1 から全面施行）。（労働契約法）
①　無期労働契約への転換：有期労働契約が繰り返し更新されて通算５年を超えたときは、労働者の申込みにより、期間の定めのない
労働契約（無期労働契約）に転換できます。

②　「雇止め法理」の法定化：一定の場合には、使用者による雇止めが認められないこととになる最高裁で確立した判例上のルールが
法律に規定されました。

③　不合理な労働条件の禁止：有期契約労働者と無期契約労働者との間で、期間の定めがあることによって、不合理に労働条件を相違
させることは禁止されています。 
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参考資料 2

年　　月　　日
　　　　　　　　　　殿

事業場名称・所在地
使 用 者 職 氏 名

期間の定めなし、期間の定めあり（　　年　　月　　日～　　年　　月　　日）
※以下は、「契約期間」について「期間の定めあり」とした場合に記入
１　契約の更新の有無
　　・自動的に更新する　・更新する場合があり得る　・契約の更新はしない
　　・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
２　契約の更新は次により判断する。
　　・契約期間満了時の業務量　　　・勤務成績、態度　　　　・能力
　　・会社の経営状況　・従事している業務の進捗状況
　　・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

１　始業・終業の時刻等
（1）始業（　　　時　　　分）　　終業（　　　時　　　分）
【以下のような制度が労働者に適用される場合】
（2）変形労働時間制等；（　　）単位の変形労働時間制・交替制として、次の勤務時間の
組み合わせによる。
始業（　　時　　分） 終業（　　時　　分） （適用日　　　　　）
始業（　　時　　分） 終業（　　時　　分） （適用日　　　　　）
始業（　　時　　分） 終業（　　時　　分） （適用日　　　　　）

（3）ﾌﾚｯｸｽﾀｲﾑ制；始業及び終業の時刻は労働者の決定に委ねる。
　　　　　　　　　（ただし、ﾌﾚｷｼﾌﾞﾙﾀｲﾑ（始業）　　 時　　分から　　時　　分、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（終業）　　 時　　分から　　時　　分、
　　　　　　　　　　　　　　　　ｺｱﾀｲﾑ　　　　　　時　　分から　　時　　分）
（4）事業場外みなし労働時間制；始業（　　時　　分）終業（　　時　　分）
（5）裁量労働制；始業（　　時　　分） 終業（　　時　　分）を基本とし、労働者の決
定に委ねる。

○詳細は、就業規則第　　条～第　　条、第　　条～第　　条、第　　条～第　　条
２　休憩時間（　　　）分
３　所定時間外労働の有無（　有　，　無　）

・定例日；毎週　　曜日、国民の祝日、その他（　　　　　　　　　）
・非定例日；週・月当たり　　日、その他（　　　　　　　　　　）
・１年単位の変形労働時間制の場合－年間　　日
○詳細は、就業規則第　　条～第　　条、第　　条～第　　条

１　年次有給休暇　６か月継続勤務した場合→　　　　　日
　　　　　　　　　継続勤務６か月以内の年次有給休暇（有・無）
　　　　　　　　　→　か月経過で　　日
　　　　　　　　　時間単位年休（有・無）
２　代替休暇（有・無）
３　その他の休暇　有給（　　　　　　　　　　）
　　　　　　　　　無給（　　　　　　　　　　）
○詳細は、就業規則第　　条～第　　条、第　　条～第　　条

契約期間

就業の場所
従事すべき
業務の内容

始業、終業の
時刻、休憩時
間、就業時転
換（（1）～（5）
のうち該当す
るもの一つに
○を付けるこ
と。）、所定時
間外労働の有
無に関する事
項

休　　　日

休　　　暇

（次頁に続く）

労働条件通知書
（一般労働者用；常用、有期雇用型）
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賃　　　金 １　基本賃金　イ　月給（　　　　　円）、ロ　日給（　　　　　円）
　　　　　　　ハ　時間給（　　　　　円）、
　　　　　　　ニ　出来高給（基本単価　　　 円、保障給 　 　円）
　　　　　　　ホ　その他（　　　　　円）
　　　　　　　ヘ　就業規則に規定されている賃金等級等

２　諸手当の額又は計算方法
　　イ（　　　手当　　　　円　／計算方法：　　　　　　　　　　　）
　　ロ（　　　手当　　　　円　／計算方法：　　　　　　　　　　　）
　　ハ（　　　手当　　　　円　／計算方法：　　　　　　　　　　　）
　　ニ（　　　手当　　　　円　／計算方法：　　　　　　　　　　　）
３　所定時間外、休日又は深夜労働に対して支払われる割増賃金率
　　イ　所定時間外、法定超　月６０時間以内（　　　）％
　　　　　　　　　　　　　　月６０時間超　（　　　）％
　　　　　　　　　　所定超　（　　　）％
　　ロ　休日　法定休日（　　　）％、法定外休日（　　　）％
　　ハ　深夜（　　　）％
４　賃金締切日（　　　）－毎月　　日、（　　　）－毎月　　日
５　賃金支払日（　　　）－毎月　　日、（　　　）－毎月　　日
６　賃金の支払方法（　　　　　　　　　　　　）

７　労使協定に基づく賃金支払時の控除（無 ，有（　　　　　　　　　　　））
８　昇給（時期等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
９　賞与（　有（時期、金額等　　　　　　　　）　，　無　）
10　退職金（　有（時期、金額等　　　　　　）　，　無　）

退職に関する
事　　項

１　定年制　（　有　（　　歳）　，　無　）
２　継続雇用制度（　有（　　歳まで）　，　無　）
３　自己都合退職の手続（退職する　　日以上前に届け出ること）
４　解雇の事由及び手続

○詳細は、就業規則第　　条～第　　条、第　　条～第　　条
そ　の　他

※　以上のほかは、当社就業規則による。
※　労働条件通知書については、労使間の紛争の未然防止のため、保存しておくことをお勧めします。

・社会保険の加入状況（　厚生年金　健康保険　厚生年金基金　その他（　　　　））
・雇用保険の適用（　有　，　無　）
・その他

※以下は、「契約期間」について「期間の定めあり」とした場合についての説明です。
　
　労働契約法第18条の規定により、有期労働契約（平成25年4月1日以降に開始するも
の）の契約期間が通算５年を超える場合には、労働契約の期間の末日までに労働者か
ら申込みをすることにより、当該労働契約の期間の末日の翌日から期間の定めのない
労働契約に転換されます。
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平成２６年３月１９日 

 

神奈川県所管域おいて 

宿泊サービスを実施する通所介護事業所 管理者 様 

 

介護保険課 

 

指定通所介護事業所等で実施する宿泊サービスの提供に係る 

注意事項について 

 

 日ごろから、本県における介護保険制度の適正な運営に御尽力を賜り厚くお

礼申し上げます。 

 さて、高齢化が進む中、いわゆる“お泊まりデイサービス”が年々増加して

います。皆様に御協力をいただき、本県などが昨年１２月に実施いたしました

調査結果では、「宿泊サービスを実施している」と御回答の事業所は２０５事

業所で、前回平成２３年調査時の１２２事業所の約１．７倍でした。 

国においては、平成２７年度からの介護保険制度の見直しが検討される中で、

利用者保護の観点から届出、事故報告の仕組や情報の公表が検討されています。 

県では、このたび、宿泊サービスの提供に係る１０項目の注意事項を別添の

とおり取りまとめ、今後、適時、注意喚起等を行うことといたしました。 

宿泊サービスの提供に当たっては、利用者の安全や尊厳の確保のため、各項

目に注意を払うようお願いします。 

 

 別添 

 神奈川県所管域における指定通所介護事業所等で実施する宿泊サービスの提

供に係る注意事項 

 

 

 

問い合わせ先 

 在宅サービスグループ 中村、鈴木信 

 電話 ０４５－２１０－４８４０ 
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神奈川県所管域における指定通所介護事業所等で実施する 

宿泊サービスの提供に係る注意事項（平成26年３月18日 神奈川県） 

 

高齢化が進む中、年々増加するいわゆる“お泊まりデイサービス”については、宿泊

の長期化、宿泊室の男女兼用、夜間の人員体制が不十分などの問題が指摘されています。 

宿泊サービスの提供に当たっては、消防法や労働基準法、高齢者虐待防止法など関係

法令の遵守はもとより、利用者の安全や尊厳の確保のため、次の事項にも注意を払うよう

お願いします。 

 

① 宿泊サービスが介護保険給付対象外であること及び宿泊サービスの提供体制・提

供内容・利用料金等を、利用者とその家族に事前に書面を交付し説明を行い、同意

を得ること。 

② 居宅サービス計画等に位置付けられた宿泊サービスの提供内容や期間に沿ってサ

ービスを提供するなど、居宅介護支援事業者等と密接な連携を図ること。 

③ 宿泊室は利用者のプライバシーを確保するとともに、男女が同室にならないよう

配慮すること。 

④ 宿泊室の一人当たりの面積は宿泊サービスの提供に適当な広さを確保すること。 

⑤ 宿泊サービス提供上の責任者を定めること。 

⑥ 宿泊サービス提供時間中を通じて、常時、適切な介護を提供できる職員を配置す

るとともに、宿泊人数等に応じて適切な介護ができる人員体制とすること。 

⑦ 緊急止むを得ない場合を除き身体拘束その他利用者の行動を制限する行為は行わ

ないこと。 

⑧ 事故や急病、非常災害時における避難誘導などに対応できる体制をあらかじめ整

備し、従業者に周知徹底すること。 

⑨ 提供した宿泊サービスの内容や利用者の状況等を記録し、日中と夜間の状況を相

互に把握すること。 

⑩ 事故発生時の対応や苦情処理、衛生管理、感染症の予防など、上記以外の項目は

指定通所介護の運営基準等を遵守するよう努めること。 
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○介護報酬の単価等

特甲地 甲地 乙地 その他 2級地 3級地 4級地 5級地 6級地 その他

10% 6% 5% 0% 15% 12% 10% 6% 3% 0%

訪問介護 70% 10.70 10.42 10.35 10.00 70% 11.05 10.84 10.70 10.42 10.21 10.00

訪問入浴介護 70% 10.70 10.42 10.35 10.00 70% 11.05 10.84 10.70 10.42 10.21 10.00

訪問看護 55% 10.55 10.33 10.28 10.00 70% 11.05 10.84 10.70 10.42 10.21 10.00

訪問リハビリテー
ション

55% 10.55 10.33 10.28 10.00 55% 10.83 10.66 10.55 10.33 10.17 10.00

通所介護 45% 10.45 10.27 10.23 10.00 45% 10.68 10.54 10.45 10.27 10.14 10.00

通所リハビリテー
ション

55% 10.55 10.33 10.28 10.00 55% 10.83 10.66 10.55 10.33 10.17 10.00

短期入所生活介護 45% 10.45 10.27 10.23 10.00 45% 10.68 10.54 10.45 10.27 10.14 10.00

短期入所療養介護 45% 10.45 10.27 10.23 10.00 45% 10.68 10.54 10.45 10.27 10.14 10.00

特定施設入居者生
活介護

45% 10.45 10.27 10.23 10.00 45% 10.68 10.54 10.45 10.27 10.14 10.00

夜間対応型訪問介
護

70% 10.70 10.42 10.35 10.00 70% 11.05 10.84 10.70 10.42 10.21 10.00

認知症対応型通所
介護

55% 10.55 10.33 10.28 10.00 55% 10.83 10.66 10.55 10.33 10.17 10.00

小規模多機能型居
宅介護

55% 10.55 10.33 10.28 10.00 55% 10.83 10.66 10.55 10.33 10.17 10.00

認知症対応型共同
生活介護

45% 10.45 10.27 10.23 10.00 45% 10.68 10.54 10.45 10.27 10.14 10.00

地域密着型特定施
設入居者生活介護

45% 10.45 10.27 10.23 10.00 45% 10.68 10.54 10.45 10.27 10.14 10.00

地域密着型介護老人福
祉施設入所者生活介護 45% 10.45 10.27 10.23 10.00 45% 10.68 10.54 10.45 10.27 10.14 10.00

定期巡回・随時対応型
訪問介護看護 - - - - - 70% 11.05 10.84 10.70 10.42 10.21 10.00

複合型サービス - - - - - 55% 10.83 10.66 10.55 10.33 10.17 10.00

70% 10.70 10.42 10.35 10.00 70% 11.05 10.84 10.70 10.42 10.21 10.00

介護老人福祉施設 45% 10.45 10.27 10.23 10.00 45% 10.68 10.54 10.45 10.27 10.14 10.00

介護老人保健施設 45% 10.45 10.27 10.23 10.00 45% 10.68 10.54 10.45 10.27 10.14 10.00

介護療養型医療施設 45% 10.45 10.27 10.23 10.00 45% 10.68 10.54 10.45 10.27 10.14 10.00

※　介護予防サービスは、省略。

サービス別の１単位当たりの単価

（単位　円）

区　　　　分

現　　　　　行
改　　正

（平成24～26年度経過措置期間中）

人
件
費
割
合

上乗せ割合 人
件
費
割
合

上乗せ割合

居宅介護支援

介護保険施設サービス

居宅サービス

地域密着型サービス
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＝変更なし

上乗せ率(%) 上乗せ率(%) 増減

横 浜 市 特甲地 10 ３級地 12 △

川 崎 市 特甲地 10 ３級地 12 △

相 模 原 市 乙地 5 ５級地 6 △

横 須 賀 市 特甲地 10 ４級地 10

鎌 倉 市 特甲地 10 ２級地 15 △

逗 子 市 甲地 6 ５級地 6

三 浦 市 乙地 5 ６級地 3 ▼

葉 山 町 甲地 6 ５級地 6

厚 木 市 乙地 5 ５級地 6 △

大 和 市 乙地 5 ５級地 6 △

海 老 名 市 乙地 5 ５級地 6 △

座 間 市 乙地 5 ５級地 6 △

綾 瀬 市 乙地 5 ５級地 6 △

愛 川 町 その他 0 ６級地 3 △

清 川 村 その他 0 ６級地 3 △

藤 沢 市 乙地 5 ５級地 6 △

茅 ヶ 崎 市 乙地 5 ５級地 6 △

寒 川 町 乙地 5 ５級地 6 △

平 塚 市 乙地 5 ５級地 6 △

秦 野 市 その他 0 ６級地 3 △

伊 勢 原 市 乙地 5 ５級地 6 △

大 磯 町 その他 0 その他 0

二 宮 町 その他 0 ６級地 3 △

南 足 柄 市 その他 0 その他 0

中 井 町 その他 0 ６級地 3 △

大 井 町 その他 0 ６級地 3 △

松 田 町 その他 0 その他 0

山 北 町 その他 0 ６級地 3 △

開 成 町 その他 0 その他 0

小 田 原 市 乙地 5 ６級地 3 ▼

箱 根 町 その他 0 ６級地 3 △

真 鶴 町 その他 0 その他 0

湯 河 原 町 その他 0 その他 0

介護報酬の地域区分

区　　分
現　　行

経過措置
（平成24年度～平成26年度）
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① 指定申請に係る必要書類一覧表 
 

No 
訪

介 

通

介 

訪

看 

居

支 
書   類 様式等 

1 ○ ○ ○ ○ 
指定居宅サービス事業者（指定居宅介護支援事業者、介護保険

施設、指定介護予防サービス事業者）指定（許可）申請書 

第１号様式の

７ 

2 ○ ○ ○ ○ 

収入証紙貼付用紙 

 

１．新規事業者

指定－（各サー

ビス種類の名

称）－１．指定

申請の流れに

ついて（最後の

ページ） 

3 ○ ○ ○ ○ 
申請者（開設者）の定款等 

申請者（開設者）の登記事項証明書（原本）等 

 

4 ○ ○ ○ ○ 
法人役員名簿 参考様式１２

－１ 

5 ○ ○ ○ ○ 賃貸借契約書（写し）又は建物の登記事項証明書（原本）  

6  ○   建築物等に係る関係法令確認書  

7   ○  
【病院又は診療所内で行う場合】 

病院の使用許可証、診療所の使用許可証又は届出書の写し 

 

8 ○ ○ ○ ○ 

○○事業者（介護予防○○事業者）の記入事項 

※サービス種類によって様式が異なります。 

第１号様式の

７ 

（付表○） 

9 ○ ○ ○ ○ 

従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表 指定申請書類

様式にある勤

務形態一覧表

を使用してく

ださい。 

10 ○ ○ ○ ○ 
従業者の資格証（写し） 

雇用が確認できる書類（写し） 

 

11 ○    
実務経験証明書（原本） 

※ヘルパー２級のサービス提供責任者のみ該当 

 

12    ○ 

介護支援専門員事前登録総括表 指定申請書類

様式にある介

護支援専門員

事前登録総括

表を使用して

ください。 

13 ○ ○ ○ ○ 事業所の管理者経歴書 参考様式２ 

14 ○ ○ ○ ○ 
事業所の平面図 参考様式３（任

意様式でも可） 

15 ○ ○ ○ ○ 事業所の写真  

16 ○ ○ ○ ○ 運営規程（料金表含む）  

17  ○   

食事を提供する場合に係る利用料の積算根拠が分かるもの 

教養娯楽として日常生活に必要なものを提供する場合に係る

利用料の積算根拠が分かるもの 

 

18  ○   プログラム  

19 ○ ○ ○ ○ 利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要 参考様式６ 

20    ○ 
関係市町村並びに他の保健医療・福祉サービスの提供主体との

連携内容 

参考様式１０ 

21 ○ ○ ○ ○ 当該申請に係る事業に係る資産の状況（直近の決算書等）  

22 ○ ○ ○ ○ 損害保険証券等の写し  
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23 ○ ○ ○ ○ 

法人代表者等誓約書 指定申請書類

様式にある様

式を使用して

ください。 

 

24 ○ ○ ○ ○ 
管理者誓約書 様式は申請時

に県から提供 

25 ○ ○ ○ ○ 介護給付費算定に係る体制等に関する届出書 ライブラリ（書

式/通知）の

「３．加算届」

に掲載 

加算を算定し

ない場合も

No25、26は提出

が必要 

26 ○ ○ ○ ○ 介護給付費算定に係る体制等状況一覧表 

27 ○ ○ ○ ○ 

チェック表及び誓約書等の添付書類 

【届出を要する加算を算定する場合のみ】 

28  ○   通所系サービス事業所規模点検書（新規開設事業所用）  

29 ○ ○   

平成○年度介護職員処遇改善加算届出書及び添付書類 

【介護職員処遇改善加算を算定する場合のみ】 

ライブラリ（書

式/通知）の

「０．介護職員

処遇改善加算」 

30 ○ ○ ○ ○ 返信用封筒  

 

※ 介護予防サービスのみ追加の場合は１、２、３、４、８、９、10、16、23、25、26、27、30 

※ 吸収合併（分割）による事業承継の場合は１、２、３、４、８、９、21、23、25、26、27、30及び

吸収合併（分割）契約書 

※ 再付番（既に指定を受けているが事業所番号のみ変更が必要な場合）の場合は１、２、５、８、９、

14、15、16、25、26、27、28、30 

※ 管理者が変更になる場合は、13、23、24が追加となります。 

※ 指定申請時には、一覧表の順番のとおり書類を整えて

※ 申請書類を提出する際には、審査上支障がありますので、次のことに留意してください。 

、提出してください。 

 ・ クリップで留めない。 

 ・ ホチキスで留めない。（登記事項証明書を除く。） 

 ・ 穴あけ式ファイル等にとじない。 

 ・ インデックスシールや付せんを貼らない。 
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② 申請書類チェックリスト 

■ 提 出 書 類 

 チェック箇所 チェック項目 備考 

□ 
指定居宅サービス事業者（指定居宅介護支援事業者、介護保険施設、指定介護予防サービス事業

者）指定（許可）申請書（第１号様式の７） 

 申請者（様式の

右上部分） 

 

□ 申請者の住所、氏名が登記事項証明書と一致してい

る。 

□ 申請者の押印は、登記所（法務局）に登録されてい

る法人代表者印（営利法人の場合、丸い印が一般的）

を使用している。 

 

申請者（表内の

上部） 

□ 名称、主たる事務所の所在地が登記事項証明書の商

号や本店の住所等と一致している。 

□ 法人の電話、ファクシミリの番号を記載している。 

□ 法人の種類、法人の所轄庁を記載している。 

（営利法人など、設立に許認可を要しない法人の場合

は、空欄のままとする。） 

※登記事項証明書に

記載されている住

所では郵便物が届

かない場合には、

建物名や部屋番号

などを追加して記

載してください。 

※電話、ファクシミ

リの番号は、記入

誤りがないか再度

確認してくださ

い。 

事業所又は施設 □ 所在地は、登記事項証明書や賃貸借契約書の住所と

一致している。 

□ 法人ではなく、事業所の電話番号を記載している。

（法人と同じ番号の場合もあり得る。） 

 

同一所在地内に

おいて行う事業

又は施設の種類 

□ 申請するサービスの実施事業欄に「◎」を記載して

いる。（「○」ではなく「◎」） 

□ 居宅サービスと併せて介護予防サービスを行う場

合、介護予防サービスの実施事業欄にも「◎」を記載

している。 

□ 既に同一事業所名、同一所在地で指定を受けている

事業がある場合は、実施事業欄に「○」と記載し、指

定（許可）年月日欄に指定を受けた日付を記載してい

る。また、介護保険事業所番号欄に既に指定を受けて

いる事業所の事業所番号を記載している。 

※既存事業所と同

一所在地で事業

を行う場合であ

っても、当該既存

事業所とは異な

る事業所名、事業

所番号にする場

合には、既存事業

所に関する記載

は不要 

□ 収入証紙貼付用紙 

  □ サービス種類ごとの納付額を確認している。 

□ 神奈川県収入証紙を貼付している。（収入印紙では

ない。） 

□ 居宅サービス分と介護予防サービス分の収入証紙を

別々の用紙に貼付している。 

 

□ 申請者（開設者）の定款、申請者の登記事項証明書（原本）等 

  □ 登記事項証明書は発行日から３か月以内の原本であ

る。 

□ 定款及び法人登記事項証明書の目的欄に、申請する

サービス種類が位置付けられている。 

□ 定款変更後の内容を溶け込ませた定款を作成してい

ない場合、定款変更が決定された株主総会、理事会等

の議事録の写しを添付している。 

□ 定款の変更に関し法人を所管する官庁の認可が必要

な場合には、事業者指定申請を行う月の末日までに変

１．新規事業者指定

－各サービス－≪

参考≫定款への事

業名の記載につい

て 

※ 定款に定めの

ない事業は実施

することができ

ません。（事業の
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更認可されることをあらかじめ所管庁に確認してい

る。（指定申請を行う月の末日までに変更認可がなさ

れる見込みがない場合には、指定申請を翌月以降に先

送りする。） 

実績がないと定

款変更が認めら

れない場合等を

除く。） 

□ 法人役員名簿 

  □ 当該法人の役員（業務を執行する社員、取締役、執

行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その

他いかなる名称を有するものであるかを問わず、法人

に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれ

に準ずる者と同等の支配力を有するものと認められる

者を含む。）を全て記載している。 

□ 法人代表者の生年月日及び住所は、登記事項証明書

及び役員名簿の記載内容と一致している。 

 

□ 賃貸借契約書（写し）又は建物の登記事項証明書（原本） 

  □ 申請する事業所が賃貸の場合には賃貸借契約書（無

償の場合には使用貸借契約書）の写し、自己所有の場

合には建物の登記事項証明書の原本を添付している。 

□ 賃貸借契約の場合、契約は申請法人名義で行われて

いる。 

（契約書において、建物の使用目的が住宅等となって

いる場合には、介護サービスの事業の用途で使用する

ことに関し合意されていることが分かる書面を併せて

提出する。） 

（通所介護の場合には、建物の使用目的が事務所等と

してだけでなく、通所介護を行う施設として合意され

ていることが分かる契約書又は契約書を補足する書面

を提出してください。） 

 

□  建築物等に係る関係法令確認書（通所介護事業所のみ） 

  □ 建築基準法・消防法等の関係法令について、関係法

令の所管庁に確認した内容や所管庁から指導のあった

内容等を記載している。（建築基準法関係で民間の指

定確認検査機関に確認した場合には、当該機関の名称、

当該機関に確認した内容等を記入する。 

□ 確認した関係法令所管庁の担当部署、担当者名、連

絡先を記載している。 

（申請時点で「届出予定」等となっている場合には、

届出等を行った後、手続済みの内容に差し替える。） 

※申請者が関係法

令の所管庁に確

認した内容を申

請者自身が記入

してください。

（所管庁に記入

を依頼しないで

ください。） 

□ 
【病院又は診療所内で行う場合】病院の使用許可証、診療所の使用許可証又は届出書の写し 

（訪問看護事業所のみ） 

  □ 病院や診療所で行う場合、使用許可証の写しを添付

している。 

※医療みなし訪問

看護は添付不要 

□ 
○○（サービス種類の名称）の記載事項（付表１、６、１６、３） 

※申請するサービスの様式を使用する。 

 事業所 □ 申請書に記載した事業所の名称、所在地と一致して

いる。 

□ 電話番号、ファクシミリ番号を記入している。 

※番号に誤りがな

いか、再度確認し

てください。 

 申請に係る事業

の実施について

定めてある定款

等の条項 

□ 定款等の事業目的欄を確認し、該当する条、項及び

号を記載している。（項がない場合には、項は空欄の

ままとする。） 

 

 利用者の推定数

（訪問介護） 

□ 申請月における利用者の推定数を記入している。  

27



 事業開始時の利

用者の予定数

（居宅介護支

援） 

□ 申請月における利用者の予定数を記入している。  

 管理者 □ 申請する事業所において、管理者以外の職務を兼務

する場合、兼務する職種を記入している。 

□ 同一敷地内の他の事業所（介護サービス事業に限ら

ない。）の職務を兼務する場合、事業所等の名称、兼

務する職種及び勤務時間（週当たりの勤務時間）を記

入している。 

（訪問看護事業所のみ） 

□ 登録番号欄に看護師（又は保健師）の登録番号を記

載している。 

※人員基準を確認

してください。 

 従業者 □ 勤務形態一覧表、運営規程の員数と一致している。  

 単位① 

（通所介護の

み） 

（単位当たりの従業者） 

□ 勤務形態一覧表、運営規程の員数と一致している。 

（定員） 

□ 利用定員は運営規程と一致している。 

（営業日） 

□ 運営規程に年末年始休業、夏季休業等を規定してい

る場合、休業期間を備考欄に記入している。 

（営業時間） 

□ 営業時間は、事業所が開いている時間を記入してい

る。 

□ 備考欄に「サービス提供時間 ○：○○～○：○○」

と記入している。 

※複数単位を設定

する場合の２単

位目以降につい

ては、付表６（別

紙１）に単位ごと

に記入してくだ

さい。 

 食堂及び機能訓

練室の合計床面

積（通所介護の

み） 

□ 平面図（又は別紙）に記入している面積と一致して

いる。 

 

 主な掲示事項 （営業日） 

□ 運営規程に年末年始休業、夏季休業等を規定してい

る場合、休業期間を備考欄に記入している。 

 

（営業時間） 

□ 営業時間は事業所が開いている時間を記入してい

る。 

□ 営業時間とサービス提供時間が異なる場合、備考欄

にサービス提供時間を記入している。 

 

（利用料） 

□ 法定代理受領分と法定代理受領分以外の欄に「介護

報酬告示上の額」と記入している。 

□ その他の費用がある場合、「運営規程のとおり」と

記入している。（「規程」と「規定」の違いに留意し

てください。） 

 

（通常の事業の実施地域） 

□ 通常の事業の実施地域は運営規程と一致している。 

□ 市町村内の全域でなく、一部地域のみを対象とする

場合、「○○市の一部」と記載し、「備考」欄に「○

○市の一部地域については事業所にお問い合わせくだ

さい。」と記入している。 
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□ 横浜市、川崎市、相模原市内を実施地域とする場合、

「○○市○○区」と、区まで記入している。 

□ 従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表 

 サービス種類 □ 居宅サービスと介護予防サービスを併せて行う場

合、両方のサービス種類を記入している。 

 

 勤務形態 □ 訪問介護と介護予防訪問介護を一体的に行う場合、

常勤は「Ｂ」、非常勤は「Ｄ」と記入している。 

 

 第１週～第４週 □ 管理者及び従業者全員の毎日の勤務時間数（４週間

分）を記載している。 

□ 勤務時間は雇用契約書、労働条件通知書等に記載さ

れた労働条件（契約期間、就業場所、従事業務等）と

整合が取れている。 

□ 常勤職員が勤務すべき１週当たりの勤務時間は、３

２時間以上となっている。 

□ 曜日は、事業を開始しようとする月のものを記入し

ている。 

□ 氏名の文字は、雇用契約書や資格証のものと一致し

ている。（旧字体を新字体に変換したりしない。） 

□ 同一事業所内の他の職務や同一敷地内の他の事業所

の職務を兼務する場合、それぞれの職務に係る就業時

間を按分して記載している。（重複して計上すること

はできません。） 

 

（訪問介護のみ） 

□ サービス提供責任者は、訪問介護員としての時間を

別に分けて記入しないでください。サービス提供責任

者として１行に集約して記入してください。（管理者 

 

（通所介護のみ） 

□ 生活相談員は、サービス提供日ごとに配置し、サー

ビス提供時間内の勤務時間数の合計がサービス提供時

間数以上確保されている。 

□ 生活相談員、介護職員、看護職員のうち１人以上は、

常勤職員を配置している。 

□ 利用定員が１１人以上の場合、看護職員は、サービ

ス提供日ごとに配置している。 

□ 介護職員は、サービス提供日ごとに配置し、サービ

ス提供時間中、常時１人以上確保した上で、利用者に

対する平均提供時間数に応じた勤務時間数を確保して

いる。 

（利用者数が１５人以下と１５人以上で計算方法が異

なります。） 

□ 利用定員が１０人以下の場合、看護職員又は介護職

員をサービス提供日ごとに配置し、サービス提供時間

中、常時１人以上を確保している。 

□ 機能訓練指導員は、サービス提供日ごとに配置して

いる。（利用者に機能訓練を提供するのに必要な時間） 

□ 各種加算を算定する場合、加算要件に応じた有資格

者や配置時間数を配置している。 

※職員の氏名を記

載する際は、

「斉・斎・齊・齋」

「高・髙」「沢・

澤」「崎・﨑」「辺・

邊・邉」「恵・惠」

など、字体の違い

に留意し、正確に

記入してくださ

い。 

 

※複数の職種を兼

務している従業

者がいる場合、労

働条件との整合

が取れているか

どうか確認でき

る資料（個人ごと

の勤務時間数を

勤務日別、職種別

に整理した表な

ど）の提出を求め

る場合がありま

す。 

□ 従業者の資格証の写し 
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  □ 資格を必要とする職種について資格証（写し）を添

付している。（資格を必要としない職種は、添付を要

しません。） 

□ できる限り、Ａ４判サイズとする。 

※勤務形態一覧表

の順番に並べて

ください。 

□ 従業者の雇用が確認できる書類の写し 

  □ 雇用契約書や労働条件通知書の写しを添付してい

る。 

（雇用契約書や労働条件通知書で雇用条件（勤務日、勤

務時間、勤務場所及び職務内容等）の確認ができない

場合は、辞令などの写しを補足添付してください。） 

※人員基準の確認のため、勤務地、勤務体制、職務内容

が分かるようにしておいてください。 

※労働条件の明示については「労働基準法第１５条」に

規定されています。なお、労働基準法に関する内容は、

労働基準監督署へお問い合わせください。 

※ 契約や通知の名義が法人代表者でない場合、権限が

委任されていることが分かる書面（内規、委任状等）

を提出してください。 

※ できる限り、Ａ４判サイズとする。 

※勤務形態一覧表

の順番に並べて

ください。 

 

 

 

 

 

 

□ 実務経験証明書（原本） 

  （訪問介護） 

【介護職員初任者研修課程修了者（又は訪問介護に関す

る２級課程修了者）をサービス提供責任者として配置

する場合】 

□ ３年以上かつ５４０日以上介護等の業務に従事した

ことが確認できる証明書を添付している。 

※ 介護職員初任者研修課程修了者又は訪問介護に関す

る２級課程修了者をサービス提供責任者として配置す

る場合、「サービス提供責任者体制減算」の届出を行

っている。 

 

（通所介護） 

【社会福祉主事、介護福祉士又は介護支援専門員の資格

を有しない者を生活相談員として配置する場合】 

□ 介護保険施設又は通所系サービス事業所において、

常勤で２年以上（勤務日数３６０日以上）介護等の業

務に従事した者（直接処遇職員に限る。） 

 

□ 介護支援専門員事前登録総括表（居宅介護支援事業所のみ） 

  □ 介護支援専門員名簿欄の日付と就業開始年月日は、

事業開始予定年月日（指定予定年月日）と一致してい

る。 

 

□ 事業所の管理者経歴書 

 主な職歴等 

 

□ 指定予定月の前月までの職歴等を記載している。 

□ 介護関係の職歴については、開設法人名及び事業所

名を記載している。 

 

 指定（変更）後

に従事する職務 

□ 今回指定を受ける予定の事業について記載してい

る。 

□ 管理者以外の職務を兼務する場合、「管理者兼○○」

のように記載している。 

 

□ 事業所の平面図（訪問介護、訪問看護、居宅介護支援の場合） 
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  □ 事務室、相談室、手指消毒の配置場所、を記載して

いる。 

□ 同一敷地内で他のサービス（例えば、居宅介護支援、

通所介護等）を行う場合、事業毎に専用のスペース（専

用の机でも可）を設ける必要があるが、図面にどの部

屋・机がどの事業のものであるか明記している。 

□ 事務室は、事業を行うために必要な広さの専用のス

ペースが設けられている。 

□ 相談室は、利用申込みの受付、相談等に対応するの

に適当なスペースが確保されている。（相談室が専用

の部屋でない場合、パーテーション等で囲われている

など、プライバシーが確保されていること。） 

□ 写真を撮った方向を矢印で表示するとともに、写真

に付けた番号と同じ番号を記入している。 

□ できる限り、Ａ４判サイズとする。 

 

（居宅介護支援事業所のみ） 

□ 会議室を記載している。 

 

（訪問看護事業所のみ） 

□ オートクレーブ等滅菌器の配置場所（事業所で滅菌

処理を行う場合のみ）、感染性廃棄物等の保管場所（使

用済みの医療材料を事業所に持ち込む場合のみ）を記

載している。 

 ※事業所で滅菌処理を行わない、使用済みの医療材料

を事業所に持ち込まない場合はその旨を枠外等に記載

する。 

※設備基準を確認

してください。 

＜参考＞ 

－ライブラリ（書式

／通知）－９．運営

状況点検書・運営の

手引き－２．運営の

手引き 

 

□ 事業所の平面図（通所介護事業所の場合） 

 （全体） 

 

 

 

（事務室） 

 

 

 

 

 

（食堂及び機能

訓練室） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（相談室） 

 

 

 

（静養室） 

□ 各室及び設備の名称（用途）を記入している。 

□ 写真を撮った方向を矢印にて記載し、写真と対応し

た番号を振っている。 

□ できる限り、Ａ４判サイズのものとする。 

□ 事業を行うために必要な広さの専用のスペースが設

けられている。 

□ 同一敷地内で他のサービス（例えば、居宅介護支援、

訪問介護等）を行う場合、事業毎に専用のスペース（専

用の机でも可）を設ける必要があるが、図面にどの部

屋・机がどの事業のものであるか明記している。 

□ それぞれ必要な広さを有するものとし、その合計し

た面積（有効面積）は、３平方メートルに利用定員を

乗じた面積以上となっている。 

□ 内法により実測した寸法、縮尺を正確に記載し、求

積の根拠を明示している。 

□ テーブル、イス、ソファ等の備品の配置を明示して

いる。 

□ 面積算定の際、利用者が食事や機能訓練に利用する

ことが通常想定されないもの（食器棚、冷蔵庫等）、

居住スペースとしての使用が想定されないもの（押し

入れ、床の間、廊下、柱等）は面積から除外している。 

□ 利用申込みの受付、相談等に対応するのに適当なス

ペースが確保されている。（相談室が専用の部屋でな

い場合、パーテーション等で囲われているなど、相談

の内容が漏えいしないような措置を講ずること。） 

※指定申請の前に

平面図の事前送

付が必要です。 

＜参考＞ 

－ライブラリ（書式

/通知）－１．新規

事業者指定－各サ

ービス－１．指定申

請の流れについて 

 

＜参考＞ 

－ライブラリ（書式

/通知）－１．新規

事業者指定－各サ

ービス－３．申請書

類記載例・作成例 
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（消火設備その

他非常災害に

際して必要な

設備） 

 

（その他） 

 

□ 利用者が静養するのに適当なスペースが確保されて

いる。（個室又はカーテンで仕切られているなど、ゆ

っくり静養できるよう配慮していること。） 

□ ベッドや布団を設置するとともに、食堂及び機能訓

練室に近接する等により、見守りの体制が確保されて

いる。 

□ 消火器等の消火設備や消防法等に規定された非常災

害時に際して必要な設備の配置場所を記載している。 

 

□ 要介護者又は要支援者が使用するのに適した便所及

び洗面設備を設置している。 

□ 事業所の写真 

  □ 写真のサイズは、電子データをＡ４判サイズの紙（横

向き）にカラー印刷した場合で、１枚の紙に横２枚、

縦２枚程度（合計４枚）としている。 

※ ネガフィルムの焼付けの写真の場合、Ｌ判サイズ程

度のものをＡ４判の紙に貼る。 

平面図に記入した番号を表示するとともに、写真の 

（※写真の提出方法は、電子データのカラープリンタに

よる印刷、ネガフィルムの焼付けのいずれでも差し支

えない。） 

＜次に掲げる写真を添付している。＞ 

□建物の外観（全景） 

□事業所の出入り口部分 

□事務室（机・いす等必要な備品を写したもの） 

□相談室（机・いす等必要な備品を写したもの・プラ

イバシーの確保が図られるよう、個室又はパーテー

ション等の間仕切りがあることが分かるもの） 

○食堂及び機能訓練室（テーブル・椅子等必要な備品

を配置し、部屋全体の様子が分かるように複数の方

向から写したもの） 

○静養室（ベット等必要な備品を写したもの） 

○静養室（静養できるよう、個室又はカーテンで仕切

られていることが分かるもの） 

○浴室（入浴介助加算の届出を行う場合のみ） 

○消火器等の消火設備 

○便所及び洗面設備 

△手指消毒の配置場所 

■オートクレーブ等滅菌器の配置場所（事業所で滅菌

処理を行う場合のみ） 

■感染性廃棄物等の保管場所（使用済みの医療材料を

事業所に持ち込む場合のみ） 

▲会議室（相談室と共用でも差し支えない。） 

 

 

 

 

※各室の様子が分

かるよう、必要に

応じ、複数の方向

から撮影してく

ださい。 

 

□・・４サービス共

通 

△・・訪問介護のみ 

○・・通所介護のみ 

■・・訪問看護のみ 

▲・・居宅介護支援

のみ 

□ 運営規程（料金表含む） 

 （運営規程） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（事業の目的及び運営方針） 

（従業者の職種、員数及び職務内容） 

□職種ごとに常勤、非常勤の別、専従、兼務の別と

員数を記載している。 

（営業日及び営業時間） 

□営業日・営業時間とサービス提供日・サービス提

供時間が異なる場合は、サービス提供日・サービ

ス提供時間を記載している。 

（指定訪問介護の内容及び利用料その他の費用の額） 

＜参考＞ 

ライブラリ（書式／

通知）－１．新規事

業者指定－各サー

ビス－３．申請書類

記載例・作成例 
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  □介護保険利用料以外で徴収する費用（通常の事業

の実施地域を越えた場合の交通費等）も記載している。 

（通常の事業の実施地域） 

□通常の事業の実施地域を市町村の一部地域とする

場合、当該一部地域の具体的な範囲を明示してい

る。 

（緊急時における対応方法） 

（その他運営に関する重要事項） 

□従業者の研修（採用時研修、継続研修の頻度） 

□衛生管理 

□従業者及び従業者の退職後の秘密保持 

□苦情処理の体制・相談窓口 

□事故発生時の対応 

※その他※ 

□介護予防サービスの指定を併せて受ける場合、介

護予防サービスの運営規程を別に作成している。

（ただし、内容が網羅されていれば、居宅サービ

スと一体的に作成しても差し支えない。） 

  □附則の施行日は事業開始予定日を記載している。 

（料金表） 

 

 

□ 介護保険利用料以外で徴収する費用も料金表に記載

している。 

□ 利用者負担額は、料金表作成例にある「＊利用者負

担額（１割）の算出方法」を参考にして計算している。 

□ 利用料金表、食費の積算根拠が分かるもの（食事を提供する事業所のみ）（通所介護事業所のみ） 

 （料金表） 

 

 

 

（食費の積算根

拠が分かる書

面） 

 

□ 介護保険利用料以外で徴収する費用も料金表に記載

している。 

□ 利用者負担額は、料金表作成例にある「＊利用者負

担額（１割）の算出方法」を参考にして計算している。 

□ 食費を徴収する場合、材料費、人件費、光熱水費等

から算出した食費の積算根拠を料金表とは別に作成し

ている。 

□ 外部事業者により食事を提供する（お弁当等）場合

は、見積書等の食費の根拠の分かる書類の写しを添付

している。 

 

□ プログラム（通所介護事業所のみ） 

  □ １日のサービス提供の流れが分かるプログラムを作

成している。 

□ 機能訓練やレクリエーションは具体的な内容を記入

している。 

□ サービス提供を開始する時刻とサービス提供を終了

する時刻を明確に記入している。 

□ サービス提供時間中に、送迎や帰り支度の時間が含

まれていない。 

＜参考＞ 

③ 申請書類作成

に当たっての留意

事項 

□ 利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要 

  □ 苦情等に対応する担当者名、職種を記載している。 

□ その他参考事項には、苦情が出ないための具体的な

方策を記載している。 

 

□ 
関係市町村並びに他の保健医療機関・福祉サービスの提供主体との連携内容（居宅介護支援事業

所のみ） 

  □ 具体的な内容を記載している。 ＜参考＞ 

ライブラリー（書式

/通知）－１．新規

事業者指定－各サ
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ービス－３ 申請

書類記載例・作成例 

□ 当該申請に係る事業に係る資産の状況（直近の決算書等） 

  □ 決算書の貸借対照表、損益計算書を添付している。 

□ 決算が一度も行われていない新設法人の場合、預金

通帳の写し（法人名、預金残高が分かるもの）等を添

付している。（最初の介護報酬が支払われるまでの２

か月間程度の運営資金があること。） 

 

□ 損害保険証券（写し） 

  □ 損害保険証券（写し）を添付している。 

□ 申請時点でまだ証券が発行されていない場合、保険

申込書（写し）及び保険料領収書（写し）を添付して

いる。 

※ 利用者のけが、利用者の所有物の棄損など、賠償す

べき事故が発生した場合には、事業者は利用者に対し

速やかに損害賠償を行わなければならない。 

 

 

 

 

 

□ 法人代表者等誓約書 

  □ 申請者の住所、氏名は、申請書（第１号様式の７）

の住所、氏名（法人名、代表者名）と一致している。 

□ 印鑑は、法務局に登録されている法人代表者印（通

常丸印）を使用している。 

□ ２ページ目以降も添付している。 

 

□ 管理者誓約書 

 ※ 署名、押印は、申請受付時に管理者本人に直接求めるため、事前の準備は必要ない。 

※ 管理者は、管理者個人の印鑑（認め印可）を持参する。 

□ 介護給付費算定に係る体制等に関する届出書 

  □ 申請者の住所、氏名は、申請書（第１号様式の７）

の住所、氏名（法人名、代表者名）と一致している。 

□ 印鑑は、法務局に登録されている法人代表者印（通

常丸印）を使用している。 

□ 実施するサービス種類の実施事業欄に「○」印を記

入し、異動等の区分欄の「１ 新規」を囲み、異動年

月日欄に事業開始予定年月日を記入している。 

※加算の算定の有

無にかかわらず

提出 

□ 介護給付費算定に係る体制等状況一覧表 

  □ 記入担当者の職名、氏名、連絡先電話番号を記入し、

担当者印を押印している。 

□ 「各サービス共通」の「地域区分」、サービス種類

別の「提供サービス」「施設等の区分」「その他該当

する体制等」「割引」の各欄の該当箇所の番号を「○」

で囲んでいる。（※ 加算を算定しない場合は「なし」

を○で囲む。） 

□ 介護予防サービスを実施する場合、居宅サービス分

とは別シートの介護予防サービス分を作成している。 

※加算を算定しな

い場合であって

も作成 

※申請するサービ

ス種類が掲載さ

れていないペー

ジは添付不要 

□ チェック表及び誓約書等の添付書類【加算を算定する場合のみ】 

  □ 法人名、法人代表者の職及び氏名を記載している。 

□ チェック項目（算定要件）のチェックを行っている。 

※添付書類の漏れ

がないか確認 

  ※ 介護給付費算定に係る体制等に関する届出の様式等の掲載場所 

ライブラリ（書式/通知） 

－３．加算

届 http://www.rakuraku.or.jp/kaigo2/60/lib.asp?topid=4 

－（各サービス種類） 

□ 通所系サービス事業所規模点検書（新規開設等事業所用）（通所介護事業所のみ） 
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  □ サービス提供予定日数は、運営規程に位置付けられ

ている日は全てサービス提供を行うものとし、日数を

記載している。 

□ 複数単位でサービス提供を行っている場合、全ての

単位の利用延人員数を合算したうえで平均利用延人員

数を算出している。 

※「事業所規模」に

ついても、上記

「チェック表及

び誓約書」が別途

必要 

□ 返信用封筒 

  □ 角型２号（角２）封筒（Ａ４判が折らずに入るサイ

ズ）に250円分の切手を貼っている。 

（※同じ事業所番号でサービス追加の場合は140円分の

切手） 

□ 返信先の郵便番号、住所、事業所名を記載している。 
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③申請書類作成に当たっての留意事項 

 

１ 人員基準関係 

（１）常勤換算等 

  ア 常勤換算 

    事業所の従業者（常勤・非常勤）の員数を常勤の従業者の員数に換算する方法。 

   「申請事業所の従業者の勤務延時間数」÷「申請事業所の常勤の従業者が勤務すべき時間数」 

 

 【常勤換算の例（訪問介護）】 

    常勤の従業者の勤務すべき時間数が週当たり40時間の訪問介護事業所 

従業者名 区分 週当たり時間勤務数 

サービス提供責任者Ａ 常勤 40時間 

訪問介護員Ａ 非常勤 20時間 

訪問介護員Ｂ 非常勤 20時間 

訪問介護員Ｃ 非常勤 16時間 

訪問介護員Ｄ 非常勤 10時間 

合計 － 106時間 

     106時間÷40時間＝2.65人 → 2.6人（小数点第２位切り捨て） 

     ※ 訪問介護事業所の指定基準 2.5人 ＜ 上記例 2.6人 … 人員基準に適合 

     ※ サービス提供責任者は、訪問介護員のうちから必要な員数を配置することとなっている

ことから、訪問介護員等の員数に含める。 

 

  イ 勤務延時間数 

    申請事業所に係るサービス提供に従事する時間」＋「申請事業所に係るサービス提供のための

準備等を行う時間（待機時間を含む。）」 

  （ア）勤務表において、明確に位置付けられている時間数とする。 

  （イ）申請事業所において常勤の従業者が勤務すべき勤務時間数を上限とする。 

 

  ウ 常勤の従業者が勤務すべき時間数 

  （ア）就業規則がある場合 就業規則において定められた勤務時間数 

  （イ）就業規則がない場合 常勤の従業者の勤務時間数（雇用契約書や労働条件通知書に記載され

た勤務時間数） 

   ※ 労働基準法において、常時10人以上の労働者（パートタイム含む。）を雇っている事業場で

は、就業規則を作成し、労働基準監督署に届け出なければならない。また、労働者が10人未満

の事業場の場合においても作成した方が望ましいとされている。 

   ※ 役員が従業者として勤務する場合においても、労働基準法の適用の有無に関係なく、上記を

適用する。 

 

  エ 常勤 

  （ア）申請事業所における勤務時間が、事業所において定められている常勤の従業者が勤務すべき

時間数に達していることをいう。 

  （イ）非正規雇用又は非常勤の従業者であっても、常勤の従業者が勤務すべき時間数に達している

場合には、常勤とする。 

  （ウ）同一法人によって併設される事業所の職務を兼務する場合には、合計の勤務時間数が常勤の

従業者が勤務すべき時間数に達していれば常勤とする。 

 

  オ 専従（専ら従事する・専ら提供に当たる） 

    原則として、サービス提供時間帯を通じ、当該サービス以外の職務に従事しないこと。 

    この場合にサービス提供時間帯とは、当該従業者の当該事業所における勤務時間。（通所介護

の場合は、サービスの単位ごとの提供時間。） 

    常勤、非常勤の別を問わない。 

    通所介護の場合であって、勤務予定に従って、サービス提供時間帯の途中で同一職種の従業者

と交代する場合には、それぞれの従業者が勤務するサービス提供時間を通じ、当該サービス以外
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の職務に従事しないことをもって足りる。 

 

（２）管理者 

  ア 常勤かつ原則として専ら当該事業所の管理業務に従事する。 

  イ 次に掲げる場合であって、管理業務に支障のない場合には、他の職務を兼ねることができる。 

  （ア）当該事業所の他の職務に従事する場合 

  （イ）同一敷地内又は道路を隔てて隣接する等、当該事業所の管理業務に支障がないと認められる

範囲内に他の事業所等がある場合に、当該他の事業所等の管理者、従業者としての職務に従事

する場合 

    ※ この場合の他の事業所等の事業の内容は問わないが、例えば、管理すべき事業所数が過剰

であると判断される場合や、併設される入所施設において入所者に対しサービス提供を行う

看護・介護職員と兼務する場合などは、管理業務に支障があると考えられる。 

  （ウ）兼務する際には、兼務するサービス種類ごとに勤務時間を割り振り、割り振った時間を勤務

表に記載する。（例：居宅介護支援の管理者４時間／日、訪問介護の管理者４時間／日） 

  イ 訪問看護事業所の管理者は、原則として看護師又は保健師でなければならない。 

  ウ 居宅介護支援事業所の管理者は、介護支援専門員でなければならない。 

 

１－２ 人員基準関係【通所介護】 

（１）生活相談員 

  ア 生活相談員は、通所介護の提供を行う時間数に応じて、専ら当該指定通所介護の提供に当たる

生活相談員が１以上確保されるために必要と認められる数を配置 

  イ 利用定員が11人以上の場合は生活相談員又は介護職員のうち１人以上の常勤職員を配置 

  ウ 利用定員が10人以下の場合は生活相談員、看護職員又は介護職員のうち１人以上の常勤職員を

配置 

  エ 生活相談員は、次の資格要件のうち、いずれかに該当する者を配置 

  （ア）社会福祉法第19条第１項各号のいずれかに該当する者 

  （イ）介護福祉士 

  （ウ）介護支援専門員 

  （エ）介護保険施設又は通所系サービス事業所において、常勤で２年以上かつ勤務日数360日以上

介護等の業務に従事した者（直接処遇職員に限る。） 

  ＜参考＞ 

   ライブラリ（書式/通知） 

    －１．新規事業者指定 

     －７．通所介護 

      －６．通所介護サービスにおける生活相談員の資格要件について 

 

（２）介護職員 

  ア 利用定員が11人以上のとき、指定通所介護の単位ごとに、平均提供時間数に応じて、専ら当該

指定通所介護の提供にあたる介護職員が利用者の数が１５人までの場合にあっては１以上、15人

を超える場合にあっては15人を超える部分の利用者の数を５で除して得た数に１を加えた数以

上確保されるために必要と認められる数を配置。なお、指定通所介護の単位ごとに、常時１人以

上確保しなければならない。 

  イ 利用定員が10人以下のとき、指定通所介護の単位ごとに、提供に当たる看護職員又は介護職員

を常に１人以上配置 

 

（３）機能訓練指導員 

  ア 機能訓練指導員 

  （ア）サービス提供日ごとに１人以上配置しなければならない。 

  （イ）利用者の日常生活やレクリエーション、行事を通じて行う機能訓練については、生活相談員

又は介護職員が兼務して行っても差し支えない。（同一時間帯の兼務は不可。） 

  イ 個別機能訓練加算（Ⅰ）を届け出る場合 

    サービス提供時間帯を通じて常勤の有資格者を１人以上配置しなければならない。 

  ウ 個別機能訓練加算（Ⅱ）を届け出る場合 
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    加算を算定する日には、有資格者を１人以上配置しなければならない。 

  エ 有資格者 

    理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員（看護師又は准看護師）、柔道整復師又はあ

ん摩マッサージ指圧師の資格を有する者 

 

（４）看護職員 

  ア 利用定員が11人以上の場合、サービス提供日ごとに１人以上配置しなければならない。 

  イ 提供時間帯を通じて配置する必要はないが、提供時間帯を通じて通所介護事業所と密接かつ適

切な連携を図る体制を確保する。 

 

（５）その他の職員 

  ア 各種加算を算定する場合は、管理栄養士等必要となる職種の人員を配置しなければならない。 

  イ 食事を提供するため、事業所で調理を行う場合には、必要に応じ調理員を配置する。調理員と

して従事する時間は、介護職員、生活相談員等他の職種として従事する時間と重複して計上する

ことはできない。 

 

２ 設備基準関係 

（１）同一敷地内で複数のサービス（訪問介護、居宅介護支援、等）を行う場合 

  ア 事務室は同じ部屋を使用することは可能ですが、それぞれの事業ごとに専用のスペース（専用

の机でも可）を設置 

  イ 平面図に、どの部屋・机がどの事業のものであるかを明記 

 

（２）消毒設備（訪問介護、訪問看護のみ） 

  ア 速乾性手指消毒液等を手洗い場に設置 

  イ 図面に消毒設備（手指消毒液、オートクレーブ等滅菌器【ある場合】）の位置を記載 

 

（３）相談室、会議室（会議室は居宅介護支援のみ） 

  ア 個室でない場合には、パーテーションで仕切るなど、利用者のプライバシーに配慮 

  イ 写真は、個室または仕切りがあることが分かるものを添付 

  ウ 相談室と会議室（サービス担当者会議開催用）の共用は可 

 

（４）使用済み医療材料等の保管場所（訪問看護事業所のみ） 

   使用済みの医療材料等を事業所に持ち込む場合、保管場所を平面図に記載し、写真を添付 

 

２－２ 設備基準関係【通所介護】 

（１）食堂兼機能訓練室 

  ア 平面図に、寸法・縮尺を正確に記載。部屋の形状により、サービスの提供が一体的に行うこと

ができないと認められる部分は、複数の単位の設定による対応、一部の面積の除外等を行う。 

  イ 機能訓練に直接使用できないと認められる部分（食器棚、冷蔵庫、押し入れ、床の間、柱等）

の面積は除外する。 

  ウ 狭い部屋を複数連結して面積を確保することは望ましくない。部屋の数や連結部分の開口部の

寸法等を勘案し、一体的にサービス提供ができるか、個別具体的に判断される。 

  エ 狭い空間を食堂兼機能訓練室の面積として確保することは望ましくない。有効面積や使用用途

等を確認することにより、機能訓練に直接使用できる場所であるか判断される。 

 

（２）静養室 

  ア 利用者が静養するために必要となる広さを確保する。 

  イ 寝具等を設置するとともに、食堂及び機能訓練室に近接させることにより見守りの体制を確保

する。 

  ウ 個室、カーテンで仕切るなど、静養できるような場所を確保する。 

 

（３）消火設備その他非常災害に際して必要な設備 

  ア 消防法その他の法令等に規定された設備を設置する。 
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    消火器等の位置を平面図に記載し、写真を添付する。 

  イ 「建築物等に係る関係法令確認書」により、建築基準法・消防法等について、関係所管庁に確

認した内容、指導を受けた内容等を記載する。 

 

（４）その他 

  ア 要介護者又は要支援者が使用するのに適した便所及び洗面設備を設けてください。 

  イ 入浴介助加算を届け出る場合は、入浴介助を適切に行うことができる浴室を設けてください。 

 

３ 運営基準関係 

  介護予防サービスを併せて行う場合には、居宅サービス用・介護予防サービス用それぞれの運営規

程を作成する。両サービスの内容が網羅されていれば、一体的に作成することもできる。 

 

（１）必ず記載すべき事項 

  ア 事業の目的及び運営の方針 

  （ア）居宅サービス事業所 居宅条例第５条などを参考にする。 

  （イ）居宅介護支援事業所は指定基準（厚令38）第１条などを参考にする。 

  イ 従業者の職種、員数及び職務内容 

    常勤・非常勤の別、専従・兼務の別を記載する。 

    例）訪問介護員５名 （常勤兼務３名、非常勤兼務２名） 

  ウ 営業日、営業時間、サービス提供日、サービス提供時間 

    営業日、営業時間とは事業所が開いている日、時間 

    サービス提供日、サービス提供時間はサービス提供が可能な日、時間 

    その他、（２）営業日を参照 

  エ 指定居宅サービス、指定居宅介護支援の内容及び利用料その他の費用の額 

    介護保険利用料以外で徴収する費用も全て記載する。 

  オ 通常の事業の実施地域 

    地域を明確に特定する。 

    その他、（３）通常の事業の実施地域を参照する。 

  カ 緊急時における対応方法 

    居宅条例第28条などを参照する。 

  キ その他運営に関する重要事項 

    採用時研修・継続研修の頻度、衛生管理、従業員（従業員であったもの）の秘密保持、苦情処

理の体制・相談窓口、事故発生時の対応について記載する。 

 

（２）営業日 

  ア 祝日の営業 

    例：営業する場合  → 営業日は、月曜から土曜までとする（祝日は営業する）。 

      営業しない場合 → 営業日は、月曜から土曜までとする（祝日は営業しない）。 

  イ 夏期休業、年末年始休業 

    例：営業日は、月曜から土曜までとする（祝日は営業しない）。ただし、12月29日～１月３日

までを除く。 

 

（３）営業時間とサービス提供時間 

  ア 営業時間 

    人員基準に基づく管理者又は従業者のうちいずれかの者が勤務し、利用申込み等外部からの問

い合わせ等に対応できる時間 

  イ サービス提供時間 

    実際にサービスを提供を行う予定の時間 

    例： 営業時間は、9:00から17:00までとする。 

       サービス提供時間は、10:00から15:00までとする。 

 

（４）通常の事業の実施地域 

  ア 交通費は利用者に別途請求できない。 
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  イ 合理的な理由がない限り、実施区域内に居住する利用者へのサービス提供は拒否できない。 

  以上を踏まえて、通常の事業の実施地域は、事業所で決定する。 

  ※ 通常の事業の実施地域外に居住する利用者に対して、サービスを提供してはいけないというこ

とではない。サービスを提供するかどうかについては、事業所で判断する。 

 

（５）その他の費用 

  ア 通常の事業の実施地域外の利用者に対する交通費 

  （ア）通常の事業の実施地域外に居住する利用者に対しては、運営規程に定め、利用者から同意を

得れば、交通費（実費）を別途利用者に請求することができる。 

  （イ）交通費を請求するかしないかは、事業所で決めてください。 

  （ウ）公共交通機関（電車、バス等）を利用する場合は実費を徴収。 

  （エ）自動車を使用する場合は、燃費及び燃料代に基づき実費相当額を算出し、運営規程に明記す

る。自動車が稼動しなくても経費がかかる車両維持費、人件費等は、 

  イ 日常生活においても通常必要となるものに係る費用で、その利用者に負担させることが適当と

認められる費用（通所介護のみ） 

  ※ 詳細は、平成12年3月30日老企第54号の厚生労働省通知を参照 

 

４ その他添付書類 

（１）料金表 

平成26年４月に消費税率引上げに伴う改定後の単位数に基づき作成する。 

 

（２）プログラム（通所介護のみ） 

  ア １日のサービス提供の流れが分かるプログラムを添付 

  イ サービス提供時間は、利用者が事業所に到着した後から帰り支度を始める前までの時間です。

送迎時間や帰り支度をする時間は含まれない。 

 

５ 加算の届出 

  「介護給付費算定に係る体制等に関する届出書」に、法人の代表者印を押印 

  届出が必要な加算の種類と提出書類は、次の場所に掲載されている資料を参照 

   －ライブラリ（書式/通知） 

    －３．加算届 

     －各サービス 

      －１．加算届一覧表 
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④ 同一住所で２サービス以上の事業を行う場合 

 

１ 事業所名称と事業所番号について 

（１）サービス種類ごとに異なる事業所名称を付ける場合 

  ア サービス種類ごとに別の事業所となり、事業所ごとに別々の名称を付ける。 

  イ 事業所番号は、サービス種類ごとに別々の番号となる。 

  ウ 申請書類は、サービス種類ごとに作成する。 

   ※ 申請書（第１号様式の７）、定款、登記事項証明書（原本）、平面図、決算書、保険証券（写

し）等、共通する書類もサービス種類ごとに要する。 

 

（２）事業所番号を統一する場合 

  ア 事業所の名称は１つ。 

  イ 申請書類は、１つにまとめる。 

  ウ 共通する書類は１つでよい。 

  エ 事業所の名称を決めるに当たっては、次の検索機能を参照 

    ウェブサイト「介護情報サービスかながわ」（http://www.rakuraku.or.jp） 

     →「介護事業所検索」 

 

２ 事務室の配置について 

 ア 事務室は複数のサービス種類で共用とすることができるが、サービス種類ごとに専用の事務スペ

ースを設置する。その場合、事務机をサービス種類ごとに明確に分ける。 

 イ 平面図に事務机のレイアウトを記載し、どの机がどのサービス種類用なのか分かるよう記載する。 
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【よくある質問】 

 Ｑ  法人の登記事項証明書（謄本）は、写しでもよいですか。 

 Ａ  原本をご提出ください。（発行日から 3ヶ月以内のもの） 

 

 Ｑ  定款、賃貸借契約書や決算書などは、原本を持っていけばよいですか。 

 Ａ  写しをご提出ください。 

（決算書については、表紙、貸借対照表、損益計算書の写し） 

 

 Ｑ  事業所の常勤職員（正社員）の勤務時間が、勤務形態一覧表で「常勤職員が勤務す

べき１週あたりの勤務時間」に満たない場合、勤務形態のところは、どのように記載したら

よいですか。 

 Ａ  「常勤職員が勤務すべき１週あたりの勤務時間」が週４０時間と設定されている場

合、その勤務時間数を下回っていれば、勤務形態一覧表に記載いただく勤務形態は、正社員

の方でも「非常勤で専従（又は兼務）」となります。 

 

 Ｑ  実務経験証明書を作成したいのですが、様式はどこかに掲載されていますか。 

 Ａ  介護情報サービスかながわに掲載されています。掲載場所は、「書式ライブラリ」

→「１．新規事業者指定」→「２．訪問介護」もしくは「７．通所介護」→「２．指定申請

書類様式」です。（Excel ファイルの「２．指定申請書類様式」の中に「実務経験証明書」の

シートがあります。） 

 

 Ｑ  写真はどのように提出したらよいですか。 

 Ａ  Ｌ版サイズのカラー写真をＡ４の紙に貼るか、カラープリンターで２～４枚程度の

写真をＡ４の紙に印刷をして提出してください。紙の余白部分には、図面に記載された写真

の番号と写した場所を記入してください。 

 

 Ｑ  運営規程の従業者の員数の記載については、「○人以上」という記載でもよいです

か。 

 Ａ  職種ごとに常勤・非常勤の別、専従・兼務の別と員数を正確に記載いただく必要が

ありますので、「○人」と記載し、「以上」等は付けないでください。 
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 Ｑ  通常の事業の実施地域外の交通費については、自動車を利用した場合、どのように

記載をしたらよいですか。 

 Ａ  「通常の事業の実施地域を越えた地点から、片道１km 当たり○○円」としてくださ

い。なお、徴収できるのは燃料費等実費のみとなります。自動車が稼動しなくてもかかる車

両維持費、人件費等は含まれません。 

 

 Ｑ  料金表の利用者負担額（１割）の算出方法の計算式は、 

「地域単価×単位数＝○○円（１円未満切り捨て） 

○○円×０．１＝△△円（利用者負担額）」でよいですか。 

 Ａ  利用者負担額（１割）の算出方法の計算式は、 

「地域単価×単位数＝○○円（１円未満切り捨て） 

○○円－（○○円×０．９（１円未満切り捨て））＝△△円（利用者負担額）」となりま

す。 

 

 Ｑ  加算の届出書（介護給付費算定に係る体制等に関する届出書）の記載についてです

が、指定予定年月日は「指定（許可）年月日」と「異動年月日」のどちらに書けばよいです

か。 

 Ａ  新規申請の場合には、指定予定年月日を「異動年月日」に記載してください。「指

定（許可）年月日」は空欄にしてください。（「指定（許可）年月日」は、既に指定を受け

ているサービスで加算の変更をする際に、指定を受けた年月日を記載するところです。） 
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平成２６年度第２回 開設予定事業者向け説明会質問用紙 

事業所番号 １ ４         

事業所名  

担当者名  

連絡先 

（TEL/FAX） 

ＴＥＬ：           －         －      

ＦＡＸ：           －         －      
 

 

質問の 

対象サービス 

（該当に○） 

 

居宅介護支援  ・  訪問介護  ・  訪問入浴介護  ・  訪問看護  ・  通所介護   
 

通所リハビリテーション  ・  福祉用具貸与  ・  特定福祉用具販売   

 

その他 

【質問内容】（説明会受講日：   月   日） 

 

神奈川県 

介護保険課 行き 
ＦＡＸ ０４５－２１０－８８６６ 

※送信票は不要です。 
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